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はじめに 

 

今日の環境問題は，大量生産・大量廃棄型の社会・文明構造に起因する社会経済活動

の拡大等を背景として，廃棄物の増大，資源の枯渇，地球温暖化など，身近な生活から

地球規模に至るまで大きな広がりを有し，その影響は人類の生存基盤をも脅かしかねな

い事態になっています。 

こうした問題の多くは，人々の通常の事業活動や日常生活に伴って生じる環境への負

荷の増大が原因となっていることを考えますと，県民や事業者が，それぞれの立場でラ

イフスタイルや社会経済システムを根本的に見直し，環境の保全という価値が何にも増

して重視されるような行動規範を確立していくことが強く求められています。 

特に廃棄物の問題については，健全な地域環境を確保するとともに地球環境保全の観

点から，減量化・リサイクルに積極的に努め，資源循環型社会構築に向けた取り組みを

進めていく必要があります。 

今回策定いたしました「宮城県ごみ処理広域化計画」は，今後の一般廃棄物処理体制

を整備するための指針となるもので，リサイクルの推進，ダイオキシン類の排出削減，

処理コストの縮減等，適正な廃棄物処理を進めるに当っての課題に対応するものであり

ます。 

今後この計画を推進することにより，循環型社会システムの構築を促進し，県環境基

本計画に掲げる「みどりの風かおり健全で恵み豊かなみやぎ」の創造に寄与していきた

いと考えておりますので，御理解と御協力をお願いいたします。 

 

 

平成１１年３月 

 

宮城県知事 浅 野 史 郎 
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第１章 序 論 

 

１ 計画策定の趣旨 

 ダイオキシン類の多くが廃棄物の焼却施設から排出されていることが指摘され，社

会的に大きな関心を集め，今後の廃棄物行政にとってその対策が大きな課題の一つと

なっている。 

 厚生省においては平成９年１月に「ごみ処理に係るダイオキシン類発生防止等ガイ

ドライン（以下「新ガイドライン」という。）」を策定し，一般廃棄物焼却施設に係る

ダイオキシン類排出削減の方策の一つとして，高度な処理機能を有する大規模施設へ

の集約化の方向を示した。 

 本県は，早くからごみの広域処理に取り組んでいるが，減量化やリサイクルの推進

等現在のごみ処理に課された問題に的確に対応し，総合的かつ効率的なごみ処理を進

めるためには，市町村や一部事務組合の広域的連携の一層の推進を図る必要がある。 

 本計画は，「新ガイドライン」に基づき策定するものであり，広域処理を行う際の

「広域ブロック」の設定や各ブロックの施設整備計画，過渡期におけるごみ処理方法，

ダイオキシン類排出の将来推計等，本県の新たなごみ処理体制を整備する上での指針

となるものである。 

 また，この計画は広域的ごみ処理体制構築の基本的な考えを示したものであり，今

後各ブロック毎に実施計画を策定し，広域化に向けて具体的に施設整備を図っていく

ものとする。 

 計画期間は平成 11 年度から 10 ヶ年間であるが，既存施設の耐用年数を考慮し，必

要に応じさらに 10 年程度先までを視野に入れた内容とした。 

 なお，本計画は今後のごみ処理を取り巻く環境や経済社会状況が大きく変化した場

合には，適宜見直しを図って行くものとする。 
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２ 計画策定体制 

 計画策定に当たっては，市町村代表と県関係者で構成する「ごみ処理広域化検討会」

を中心として，次の体制のもとに検討を進めた。 

 

 

            計 画 策 定 体 制 

 

 

 
県廃棄物問題対策本部 

 

 
廃棄物処理適正化部会 

 

 

 

 

    

廃棄物問題対策会議 
  

ごみ処理広域化検討会 

 ダイオキシン対策 

県市町村連絡会議 

 

   

   

市町村ブロック会議 

 
専 門 部 会       

 

 

 

 

 

 

 

 

・廃棄物問題対策本部：県の各部局長で構成（本部長 第一順位副知事） 

 

・廃棄物問題対策会議：県民各界有識者 18 名で構成 

                 （会長 塚本哲人東北大学名誉教授） 

 

・ダイオキシン対策県市町村連絡会議：県・市町村・一部事務組合の廃棄物主管課長等 

                  で構成 

 

・ごみ処理広域化検討会については，資料編５４ページ参照 
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３ 計画策定の経緯 

 本計画は，平成９年度及び 10 年度の 2 ヶ年にわたって策定作業を進めた。その主

な経緯は次のとおりである。 

 

 

組 織 

年 度 

ご み 処 理       

広域化検討会 
市町村等会議 

廃棄物問題       

対 策 会 議       

廃棄物問題       

対 策 本 部       
備   考 

平成９年度 

第 1回 

（12／22） 

 

第２回 

（３／25） 

担当課長会議 

（８／20） 

 

ブロック別 

助 役 会 議      

（10～11 月） 

 

 

 

 

対策会議 

（３／27） 

  

 

 

県民意識調査 

（１～２月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 10 年度 

第 3回 

（４／14） 

 

第４回 

（６／25） 

 

第５回 

（８／20） 

 

 

第６回 

（10／16） 

 

第７回 

（３／23） 

 

担当課長会議 

（４／28） 

 

町村長会議       

（７／１） 

 

担当課長会議 

（８／26） 

 

 

 

 

 

対策会議 

（６／29） 

 

 

 

 

 

 

 

 

対策会議 

（３／29） 

 

 

 

 

 

適正化部会 

（８／24） 

 

 

 

 

 

 

 

適正化部会 

（３／29） 

 

 

 

 ブ

ロ

ッ

ク

会

議 
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第 2章 ごみ処理の現状と広域化の方向 

 

１ ごみ処理の現状と課題 

 （１）現 状 

 ① ごみの排出状況 

 本県における平成８年度の一般廃棄物の総排出量は 901 千ｔで，対前年比 3.3

％増加している。 

 平成４年度の総排出量を 100 とすると平成８年度は 110 となり，年平均で 2.3

％ずつ増加している。 

 

 

 ② １人１日当たりのごみ排出量の推移 

 県民１人１日当たりの一般廃棄物の排出量は，平成８年度で 1,059ｇとなって

おり，対前年比で 2.7％増加している。 

 平成４年度実績 984ｇ/人 /日を 100 とすると，平成８年度は 108 となり，年平

均で 1.8％増加している。 

 

 

図　ごみ総排出量の推移(千t/年)
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 ③ リサイクルの状況 

 平成８年度に市町村において分別収集や中間処理により資源化された一般廃棄

物は 113 千ｔで，これに集団資源回収量 49 千ｔを加えたリサイクル量は 162 千ｔ

となり，対前年比で 8.7％増加している。リサイクル率は17.1％と，対前年比0.9ポイン

ト増加しており，全国的に見て高いレベルにある。 

 

 

 ④ 焼却処理の状況 

 平成８年度に焼却された一般廃棄物は 722 千ｔで，微増傾向で推移している。 

 

 

 ⑤ 埋立処分の状況 

 平成８年度に埋立処分された一般廃棄物は 161 千ｔで，対前年比 1.0％増加し

ているが，総排出量に占める埋立率は 17.9％と対前年比 0.4 ポイント減少してい

る。 

 平成４年度に比べ，埋立量・埋立率とも減少傾向にある。 

 

図　リサイクル量(千t/年)・リサイクル率(%)
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図　焼却量(千t/年)・焼却率の推移(%)
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 （２）課 題 

  本県の一般廃棄物の処理にあたっての主な課題は，次のとおりである。 

 ① 減量化の推進 

 全国の総排出量が横ばいで推移している中，本県ではここ５年間で年平均

2.3％，1人当たりの排出量も平均 1.8％ずつ増加している。 

 埋立率，焼却率が減少傾向ないしは横ばいで推移し，リサイクル率が全国的に

も高レベルにあることは，資源化への着実な取り組みが行われていることを窺わ

せるが，今後，ごみの排出抑制に一層努める必要がある。 

 なお，リサイクル率は平成８年度で 17.1％になっているが，「宮城県環境基本

計画」では平成 17 年度におけるリサイクル率を 25％とすることを目標としてお

り，一層の取組みを進める必要がある。 

 ② ダイオキシン類の排出削減 

 焼却施設からのダイオキシン類の排出状況をみると，施設規模が小さくなると

排ガス中のダイオキシン類濃度が高くなる傾向にあり，炉形式では機械化バッチ

炉で高く，全連続炉で低い傾向にある。このことからも速やかに広域化（大規模

全連続炉への集約化）を推進し，ダイオキシン類の可能な限りの排出削減に取り

組む必要がある。 

 なお，新ガイドラインの示す恒久対策基準を満足しているのは，平成９年度末

で 11 施設（35.5％）に止まっている状況にある。 

 ③ 未利用エネルギーの有効活用 

 地球温暖化，資源枯渇等の地球環境問題への対応という観点から，焼却に伴っ

て発生する廃熱等のエネルギーの積極的活用を図ることが求められているが，本

県においては焼却能力の関係もあり，その活用は十分とはいえない状況にある。 

 今後は，大規模施設へ集約化を図ることにより，未利用エネルギーの有効活用

を積極的に推進する必要がある。 

 

図　埋立量(千t/年)・埋立率(%)の推移
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○廃棄物焼却施設の排ガス中ダイオキシン類濃度基準（廃棄物処理法施行規則） 

燃焼室の処理能力 新設の施設 
(H9.12.1～) 

既  設  の  施  設 

施行時 
(H9.12.1～ 
 H10.11.30) 

施行 1 年後 
(H10.12.1～ 
 H14.11.30) 

施行 5 年後 

(H14.12.1～) 

4 ﾄﾝ/時以上 0.1 ng/Nm3   1 ng/Nm3 

2 ﾄﾝ/時以上 4 ﾄﾝ/時未満 1 ng/Nm3 適用猶予 80 ng/Nm3 5 ng/Nm3 

2 ﾄﾝ/時未満 5 ng/Nm3   10 ng/Nm3 

 

 

 

○恒久対策基準（新ガイドライン） 

炉 の 種 類       区                 分 基 準 値      

 

全 連 続 炉      

新    設    炉 0.1 ng/Nm3 

既設炉 
旧ガイドライン適用炉 0.5 ng/Nm3 

旧ガイドライン非適用炉 1 ng/Nm3 

准連続炉等 既設炉 
連続運転 1 ng/Nm3 

間欠運転 5 ng/Nm3 

※公営の一般廃棄物焼却施設については，上記廃棄物処理法施行規則の定める基準よりも厳

しい本基準値を満足することが求められる。 

 

 

 

○本県一般廃棄物焼却施設のダイオキシン類排出状況（平成９年度） 

炉 形 式 

ダイオキシン類の 
排 出 状 況         
（ng-TEQ/Nm3) 

 

ダイオキシン類の 
１ 施 設 当 り の         
単 純 平 均         
（ng-TEQ/Nm3) 

恒 久 対 策 基 準         
達 成 施 設 数         

 
全 連 続 炉        

 

0.05～ 6.13 
 

   1.90 

 

2／ 5（40.0％） 

 

准 連 続 炉        

 

0.58～40.00 
 

   12.41 

 
5／17（29.4％） 

 

機械化バッチ炉 
 

0.74～270 

 
     41.54 

 
4／ 9（44.4％） 

 

計 
 

0.05～270 

 
     19.32 

 
11／31（35.5％） 

※ 恒久対策基準達成施設数の欄は，(達成施設数)／(当該炉形式施設数)と達成施

設の割合である。 
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２ 広域化の基本方向 

 本計画は，ごみの排出抑制を基本とし，資源化・リサイクルの推進，ごみ焼却に伴

って発生するダイオキシン類の削減，最終処分場の安全性の確保等，今後の新たなご

み処理体制の整備を進める上での指針となるものである。 

 従って，本計画は，ダイオキシン対策等緊要の取り組みにも配意しながら次のよう

な方向のもとに広域化を推進し，中長期的なごみ処理の課題に対応しようとするもの

である。 

 

① ごみの減量化と資源化・リサイクルの推進 

 ごみ処理に当たっては，焼却処理の対象となるごみ量の削減が最も肝要であるの

で，広域的にごみの排出抑制に努めるとともに資源化・リサイクルシステムの統一

を図り，その普及・啓発に努める。また，ごみの焼却により発生するエネルギーの

有効利用を積極的に推進する。 

 

② ダイオキシン類の排出削減 

 ごみ焼却施設については，恒久対策基準の早期達成を目指し，施設の構造・耐用

年数等を勘案しながら，既存施設の改良あるいは廃止・新設の措置を講ずる。 

 

③ 焼却残渣の高度処理と有効利用の推進 

 今後新設される焼却施設については，焼却残渣の溶融等高度処理が可能な施設と

する。 

 また，既設の焼却施設についても焼却残渣の高度処理施設の整備を含む改良等を

検討する。溶融スラグについては，積極的に資源化・有効利用の促進を図る。 

 

④ 最終処分場の確保 

 資源化・リサイクルの推進と焼却残渣の高度処理により最終処分場の延命化を図

るとともに，より信頼性の高い最終処分場の整備を推進する。 

 

⑤ ごみ処理コストの縮減 

 今後のごみ処理施設は，極力環境に負荷を与えない高度の処理機能を持つことが

求められるが，そのような施設を維持するためには，ごみ処理事業に要する経費の

縮減に鋭意努める必要がある。このため，施設の整備及び維持・管理面ではできる

だけ広域的に集約化するとともに，ごみの収集・運搬面では，システムの統合化や

中継施設の整備等により，効率的な処理体制の構築を図る。 
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３ 施設整備の基本方針 

 広域的なごみ処理体制構築に向け，今後次のような考え方のもとにごみ処理施設の

整備を進めるものとする。 

 

① 今後建設するごみ焼却施設は，１日当たりの焼却能力 100 ﾄﾝ以上の全連続炉とす

るとともに，発電を中心とした廃熱利用設備を整備する。 

② 灰溶融施設の単独設置を含め，焼却残渣の高度処理設備を整備する。 

③ 焼却処理量を極力低減するため，リサイクルプラザや汚泥再生処理センターを積

極的に整備する。 

④ 広域的利用も視野に入れた，安全性と信頼性の高い最終処分場を整備する。 

 

 

 

ごみ焼却施設整備基本フロー 

 

                  ～Ｈ14.11.30    ～Ｈ20～       ～Ｈ30 

                          耐用年数 

              対応不要 

 

 

 

 

              対応必要 

                          耐用年数 

 

 

 

 

                                    耐用年数 

 

                    広域化     広域化        広域化 

                   （第 1段階）  （第２段階）     （第 3段階） 

既存施設 
DXN 排出基準 

(恒久対策基準) 

 

 

継続使用 

改 造 

廃 止 

新施設 

継続使用 

新施設 

新施設 継続使用 
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４ 広域ブロック区割 

（１）ブロック区割設定の考え方 

 広域的なごみ処理体制構築の単位となる市町村ブロック（「広域ブロック」）の区

割りは，次の考え方により行うこととした。 

①  各広域ブロック内を対象として，今後新たに設置される焼却施設の規模が100t／日以

上となるように，現行の６つの広域市町村圏及び仙台都市圏内４ブロック（仙台市，

北部ブロック，東部ブロック，南部ブロック）の 10 のエリアを基礎単位としてそ

の組合せ又は単体により広域ブロックを構成する。 

②  ①の考え方を基本としつつ，具体的な区割設定に当たっては，市町村の意向を尊

重する。 

 

（２）ブロック区割り 

 上記の考え方のもとに検討を進めた結果，次表のように広域ブロック区割を設定

することとした。 

 なお，本区割りは，新規焼却施設の規模 100t／日以上を目途とするものであるが，

ごみ処理に伴う環境負荷総量の低減，リサイクル（エネルギー回収）の効率化等の

ごみ処理広域化の理念をより的確に実現するためには，さらなる大規模集約化に向

けて広域化を推進することが必要と考えられる。この観点から，本７ブロックは，

超長期的には４ブロック程度に再編されることが望ましい。 

 

ブロック区分 人口(万人) 面積(km2) 構 成 市 町 村 名 

 

仙    南 

 

19.8 
 

1,551.4 
白石市，角田市，蔵王町，七ヶ宿町，大河原町，村田町 

柴田町，川崎町，丸森町 

名取・亘理       13.9 234.0 名取市，岩沼市，亘理町，山元町 

仙台・富谷       1,010.0 832.6 仙台市，富谷町 

 

宮城・黒川       

 

23.0 

 

507.3 
塩竃市，多賀城市，松島町，七ヶ浜町，利府町，大和町 

大郷町，大衡村 

大崎・栗原       

 

 

31.4 

 

 

2,329.0 

 

古川市，中新田町，小野田町，宮崎町，色麻町，松山町 

三本木町，鹿島台町，岩出山町，鳴子町，涌谷町，田尻町 

小牛田町，南郷町 

築館町，若柳町，栗駒町，高清水町，一迫町，瀬峰町， 

鶯沢町，金成町，志波姫町，花山村 

石    巻 23.4 722.5 石巻市，河北町，矢本町，雄勝町，河南町，桃生町， 

鳴瀬町，北上町，女川町，牡鹿町 

気仙沼・登米 20.1 1,101.6 

気仙沼市，志津川町，津山町，本吉町，唐桑町，歌津町 

迫町，登米町，東和町，中田町，豊里町，米山町，石越町 

南方町 
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３章 ブロック別施設整備計画 

 

仙南ブロック 

（１）施設整備の基本方針 

① 焼却施設は現有施設の内最も新しい施設の耐用年数等を勘案して新施設を設置

し統合する。その間，２施設を改造の上統合し，過渡期（Ｈ14）の対応を行う。 

② 新施設の整備にあたっては，焼却残渣の高度処理等環境負荷の低減に努めるとと

もに，廃熱の利用等エネルギーの有効活用を図る。 

③ その他の施設については，耐用年数等を考慮し随時整備を行う。 

 

焼却施設 

 現有施設 14 年対応 整  備  目  標  

施設数 総処理能力 施設数 総処理能力 施設数 総処理能力 建設予定 
排ガス中の 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ濃度 

４ 280t／日 ２ 220t／日 １ 200t／日 
H22 

 ～24 年 

ng-TEQ/Nm3 

0.1 以下 

 

 

粗大ごみ処理施設 

 平成 20～21 年頃に新施設を設置する。 

 

最終処分場 

 平成 10年 1月に新施設が操業開始している。 

 

し尿処理施設 

 現在の３施設を将来は１施設に統合する。 

 

リサイクル関連施設 

 生ごみのコンポスト化施設を整備する。 

 

（２）ごみ減量化・リサイクルの推進について 

 分別収集の徹底に努めながら，紙類・ビニール類，生ごみ類について積極的に資

源化を図り，焼却ごみの減量化とリサイクルを推進して行く。 

（３）今後の検討課題 

・分別収集の徹底による減量化の推進 

・分別及び資源化の方法（特にビニール・プラスチック類） 
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名取・亘理ブロック 

（１）施設整備の基本方針 

① ごみ処理については，広域行政事務に移行することを前提として２市２町で行っ

て行く。 

② 焼却施設については，平成 14 年 12 月を目途に１ないし２ヶ所に集約化を図る。 

③ 最終処分場の延命化やダイオキシン類削減対策を考慮し，なるべく早期に焼却灰

溶融固化施設の設置について検討する。 

 

焼却施設 

 現有施設 14 年対応 整  備  目  標  

施設数 総処理能力 施設数 総処理能力 施設数 総処理能力 建設予定 
排ｶﾞｽ中の 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ濃度 

３ 195t／日 ２（１） 195t／日 １ 300t／日 H23 

ng-TEQ/Nm3 

0.1 以下 

 

 

粗大ごみ処理施設，最終処分場 

 粗大ごみ処理施設及び最終処分場については，それぞれ施設を所有しているが，今後広域処理

を念頭に置きながら検討する。 

し尿処理施設 

 し尿処理については，すでに本ブロック構成市町において，「亘理名取共立衛生処理組合」を

組織し処理を行っており，ブロックの広域化は達成されている。 

リサイクル関連施設 

 リサイクル関連施設については，今後廃止される焼却施設等の用地の有効活用を含めて検討す

る。 

（２）ごみ減量化・リサイクルの推進について 

 容器包装リサイクル法の平成 12 年度完全実施を契機に，ブロック内のごみ収集

体制を統一し，リサイクルの徹底を図る。 

 また，環境教育，啓発，広報等の機能を持ったリサイクルプラザを設置し，リサ

イクルの推進に取り組む。 

（３）今後の検討課題 

 現在，名取市と岩沼市・亘理町・山元町においては，ごみの分別方法が異なって

おり，収集体制も含めて統一化の検討を進める。 

 また，新施設（Ｈ23）の設置に向け，建設候補地，新技術の導入についても検討

して行く。 
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仙台・富谷ブロック 

（１）施設整備の基本方針 

① 平成 14 年のダイオキシン類排出規制に対応するため，それぞれ既存施設の改造

等を行い，平成 17 年度の新施設稼動時から共同処理を行う。 

② ごみの減量化，リサイクルを一層推進し，ごみの焼却処理率の低減を図る。 

③ 新施設の整備にあたっては，ダイオキシン類の排出削減，焼却残渣の高度処理等

環境負荷の低減に努めるとともに，エネルギーの有効活用を図る。 

 

焼却施設 

 現有施設 14 年対応 整  備  目  標  

施設数 総処理能力 施設数 総処理能力 施設数 総処理能力 建設予定 
排ｶﾞｽ中の 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ濃度 

５ 

 

1,910 t／日 

 

４ 

 

1,830 t／日 

 

３ 
(うち新施設 1) 

 

1,980 t／日 

 

Ｈ17 

(新施設) 

ng-TEQ/Nm3 

既設 1.0 以下 

新設0.01以下 

 

粗大ごみ処理施設 

 現有施設を有効活用する観点から，それぞれ独自に処理を行う。 

 

最終処分場 

 富谷町の可燃ごみの焼却灰は，仙台市の設置する施設で埋立処分を行う。 

 

し尿処理施設 

 それぞれ独自に処理するが，富谷町は黒川地区行政事務組合で処理（将来宮城・黒川ブロック

で共同処理）を行う。 

 

リサイクル関連施設 

 それぞれ独自に処理を行う。 

 

（２）ごみ減量化・リサイクルの推進について 

① 仙台市一般廃棄物処理基本計画を改定し，次のような数値目標を設定してごみの

減量化，リサイクルのための各種施策を推進して行く。 

目標年度（平成 22 年度）において 

ｲ 一人一日当たりのごみ排出量 ⇒ 平成７年度レベル（1,217g／人・日） 

ﾛ リサイクル率        ⇒ ３０％ 

② 富谷町においても，一般廃棄物処理基本計画を改定し，ごみの減量化，リサイク

ル施策を推進して行く。 

（３）今後の検討課題 

処理費用の負担方法等について今後検討を行う。 
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宮城・黒川ブロック 

（１）施設整備の基本方針 

① 焼却施設については，既存施設の改造等により過渡期（H14）の対応を行う。 

② 新施設は，今後の技術動向等を踏まえ，焼却残渣の高度処理施設を整備し，溶融

スラグの有効活用を図る。 

③ 廃熱利用設備，生ごみの高速堆肥化施設の整備を検討する。 

④ ブロック内のごみの分別収集方法等の統一化を進める。 

 

焼却施設 

 現有施設 14 年対応 整  備  目  標  

施設数 総処理能力 施設数 総処理能力 施設数 総処理能力 建設予定 
排ｶﾞｽ中の 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ濃度 

４ 410t／日 ３ 310t／日 １ 500t／日 Ｈ20 頃 

ng-TEQ/Nm3 

0.1 以下 

 

 

粗大ごみ処理施設 

 現有施設の長期稼動を基本とする。将来的には新焼却施設の整備と合わせ，ブロック一体とし

て整備（平成 20 年頃）を図る。 

 

最終処分場 

 現有１施設の延命化を図りつつ現計画を推進することにより，埋立容量を確保する。 

 また，必要に応じて将来の焼却施設整備状況を勘案して安全で信頼性の高い最終処分場の整備

を検討する。 

し尿処理施設 

 現有施設の長期稼動を基本とする。将来的には，下水道の整備状況を踏まえ，富谷町を含めて

ブロック一体としての汚泥再生処理センターの整備を目指す。 

 

リサイクル関連施設 

 現有施設の長期稼動を基本とする。将来的にはごみ処理施設の整備に合わせ，ブロック一体と

してリサイクルプラザの整備を図る。 

 

灰溶融施設 

 灰溶融施設については，将来のごみ処理施設の整備に合わせ，ブロック一体として整備を図る。 

 

（２）ごみ減量化・リサイクルの推進について 

 構成市町村を中心に，これまでも住民を対象としたリサイクル啓発事業を展開する

などして，ごみの減量化，リサイクルに取り組んできている。今後は，これまでの活

動に加え，地域のリサイクル活動の総合拠点としてリサイクルプラザを建設し，その

中に住民，事業者，行政により構成されるごみ減量化・リサイクル推進協議会を設置

するなどして，それぞれの特性に応じたごみ減量化・リサイクル活動を推進する。 
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（３）今後の検討課題 

① 新たに建設する焼却施設の適地選定について 

・適地の選定に当たっては，構成市町村の共通認識のもとに検討を行う。 

② ごみ処理システムの確立について 

・構成市町村におけるごみ処理システムの統一化についてハード，ソフト両面から

検討を行う。 
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大崎・栗原ブロック 

（１）施設整備の基本方針 

① 新焼却施設を平成 18～20 年度を目標に建設し，集約化を図る。 

② 焼却施設以外の施設については当面，現状の施設，処理体制を維持するものとし，

今後の推移を見ながら広域処理を検討する。 

③ ごみの減量化・リサイクルを推進し，環境負荷の低減に努める。 

④ 広域的な収集運搬体制については，中継基地の設置を含めて検討する。 

 

焼却施設 

 現有施設 14 年対応 整  備  目  標  

施設数 総処理能力 施設数 総処理能力 施設数 総処理能力 建設予定 
排ｶﾞｽ中の 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ濃度 

５ 341t／日 ４（５） 346t／日 １ 
300～ 

400t／日 

Ｈ18～ 

20 年 

ng-TEQ/Nm3 

0.1 以下 

 

  ・平成 14年 12 月を目途に老朽化の著しい施設を廃止又は改造する。 

 

粗大ごみ処理施設 

 当面は現状の処理施設，処理体制を維持する。 

 将来的には，今後の状況を見ながら広域的な処理について検討する。また，平成 13 年４月の

家電リサイクル法の施行に合わせ，関連事項について検討が必要である。 

 

最終処分場 

 当面は現状の処理体制を維持する。将来的には，広域的な処理について検討する。 

 

し尿処理施設 

 大崎西部環境衛生組合，玉造環境衛生事務組合については，共同で汚泥再生処理センターを建

設する予定である。その他については，当面現状の処理体制を維持するが，し尿汚泥や生ごみの

堆肥化施設の整備を含め，広域処理のあり方について今後検討する。 

 

リサイクル関連施設 

 リサイクルプラザの設置，発電や温水利用等の廃熱有効活用及びその他関連施設の整備につい

ては，今後，検討する。 

 

（２）ごみ減量化・リサイクルの推進について 

 大崎地域と栗原地域では，ごみの収集方法が異なっており，ごみ処理広域化を進

めるためには，収集方法等の統一化を図ることが不可欠である。 

 栗原地域については，平成 13 年度を目標としてできるだけ早い時期に容器包装

リサイクル法に定める品目の分別収集，資源化の体制を整備し，大崎・栗原地域内

での収集方法等の統一化を図る。 

（３）今後の検討課題 

 焼却施設の統廃合による新たな地区のごみの受け入れに対して，周辺住民の理解

を得ることが難しい状況にあり，その対応について検討が必要である。 
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石巻ブロック 

（１）施設整備の基本方針 

① 焼却処理量をできるだけ削減するため，ごみの分別とリサイクル，生ごみの堆肥

化等を促進するとともに，リサイクルプラザの整備を進める。 

② ごみ処理施設の整備にあたっては，焼却残渣の高度処理による減量化・無害化と

溶融スラグの有効活用を図るとともに，発電等による廃熱利用を推進する。 

③ 効率的な収集・運搬を行なえるよう，広域的な中継施設を含め，運搬体制の整備

について検討する。 

④ 石巻地域全体でごみ処理が一元的に行なえるよう，体制を整備する。 

 

焼却施設 

 現有施設 14 年対応 整  備  目  標  

施設数 総処理能力 施設数 総処理能力 施設数 総処理能力 建設予定 
排ｶﾞｽ中の 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ濃度 
 

７ 322t／日 ３ 
(うち新施設 1) 

235t／日 １ 200t／日 
Ｈ14 

(新施設) 

ng-TEQ/Nm3 

0.1 以下 

 

 

  ・平成 14年 12 月を目途に新施設を建設し，継続使用 2施設をその後順次統合する。 

 

粗大ごみ処理施設 

 粗大ごみの処理は現在，石巻地区広域行政事務組合で行なっているが，施設が老朽化し，各市

町の粗大ごみ処理が円滑に行なえなくなっていることから，早急な新施設の整備について検討す

る。 

 

最終処分場 

 最終処分場は現在，石巻市，矢本町，雄勝町，河南町，鳴瀬町に設置されている。また，河北

地区衛生処理組合及び女川町では整備計画が進んでいる。 

 当分は各市町，一部事務組合の処分場での対応が可能であるが，将来的には広域化を図り，集

約化していく必要がある。 

 

し尿処理施設 

 し尿処理は石巻地区広域行政事務組合で一元的に行っており，処理場は 2 ヶ所，処理能力は

300kl／日（150kl 2 ヶ所）となっている。 

 当面はこの体制で処理を行っていく。 

 

リサイクル関連施設 

 容器包装のリサイクルは現在，各市町ごとに対応しているが，今後は広域で一元的に処理を行

うリサイクルプラザの整備について，焼却施設整備計画策定後速やかに検討する。 

 生ごみについては，地域の特性に応じて，堆肥化施設等の整備について検討する。 

 

（２）ごみの減量化・リサイクルの推進について 

① 容器包装リサイクル法に基づく資源ごみの分別を徹底して，リサイクルプラザ等

によるリサイクルを推進し，ごみの焼却処理量及び埋立処分量を削減する。 

② 生ごみについては，地域の特性に応じて，堆肥化施設の整備や，戸別のコンポス

ト容器等の設置援助を実施し，焼却処理する生ごみを減量化する。 
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③ 焼却残渣（燃え殻）については，溶融化してそのスラグを有効活用する。 

 

（３）今後の検討課題 

① 新しく導入する焼却炉（ガス化溶融炉）の機種選定，処理能力の設定，維持管理

方法及び費用負担方法等 

② ごみ処理を一元的に行えるような処理・管理体制の整備 

③ リサイクルプラザの整備 

④ 効率的な収集・運搬体制の整備 
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気仙沼・登米ブロック 

（１）施設整備の基本方針 

① 焼却施設は，現有３施設のうち耐用年数に達した１施設を廃止し，他の２施設の

改造等により，過渡的（Ｈ14）対応を行う。 

② 新施設については，現有施設の起債の償還が完了する平成 22 年頃を目途に建設

する。 

 

焼却施設 

 現有施設 14 年対応 整  備  目  標  

施設数 総処理能力 施設数 総処理能力 施設数 総処理能力 建設予定 
排ｶﾞｽ中の 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ濃度 

３ 

 

218t／日 

 

２ 

 

242t／日 

 

１ 206t／日 H22 頃 

ng-TEQ/Nm3 
0.1 以下 

 

 

粗大ごみ処理施設 

 現有施設（２施設）を継続使用し，焼却施設の新設と合わせて一体化を図る。気仙沼地方衛生

処理組合では，家電リサイクル法の施行で施設に余裕が生じた場合は，過渡的に施設がない志津

川歌津環境衛生組合の分も併せて処理して行く。 

 

最終処分場 

 当面は現状の体制（４施設）を維持し，将来的には広域化も検討して行く。ただし現在施設が

ない志津川歌津環境衛生組合においては早急な整備に向けて検討を進める。 

 

し尿処理施設 

 現状の体制（３組合３施設）を維持して行く。 

 

リサイクル関連施設 

 今後検討して行く。 

 

（２）ごみ減量化・リサイクルの推進について 

 現在それぞれの組合で実施している容器包装リサイクル法による分別収集，資源

化を徹底して行く。 

 また，汚泥再生処理センターについて今後検討して行く。 

（３）今後の検討課題 

① 過渡期の処理 

イ 焼却施設改造に伴う問題（内容，時期，手続き等） 

ロ 廃止施設に係る課題の検討 

・受入施設への搬入に伴う経費負担等 

・受入施設の稼動体制 

・収集運搬体制の整備 

・粗大ごみの処理方法 

・灰処理と最終処分場の設置 
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② 新焼却施設について 

・処理システムの内容（処理方式，廃熱利用，灰処理，関連施設等） 

・建設場所 

・収集運搬体制 

・施設運営及び経費負担の方法 

③ その他 

・一般廃棄物処理計画の調整 

・ごみ減量化，リサイクルの広域的推進 
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第４章 広域化の効果 

 

 広域化を推進した場合の効果として，「ダイオキシン類の削減」，「ごみ減量化，リサ

イクルの推進」及び「事業コストの縮減」の観点から試算を行った。 

 

１ ダイオキシン類の削減 

 広域化を推進した場合，一般廃棄物焼却施設からのダイオキシン類排出量の将来予

測は次のとおりである。 

ダ イ オ キ シ ン 類 排 出 量 の 推 移 

（g-TEQ/年) 

ブロック名 
現状排出量 

平成 9年 

恒久対策実施後 

平成１４年 
平成２０年 平成３０年 

県 全 体       44.74 6.29 2.69 0.48 

仙    南 1.52 1.10 0.34 0.04 

名取・亘理       9.54 1.14 0.29 0.03 

仙台・富谷       9.87 1.57 0.94 0.26 

宮城・黒川       8.44 0.45 0.26 0.05 

大崎・栗原       2.83 0.88 0.36 0.05 

石    巻 7.01 0.52 0.13 0.03 

気仙沼・登米 5.53 0.63 0.37 0.02 

 

※排出量算定方法 

・現状排出量 

 平成９年度の各施設の排出濃度測定結果(「資料１ごみ焼却施設の現状」参照)及び

年間焼却量から下記の算定式により算定した。 

(各ブロック排出量)＝Σ(ブロック内施設の現状排出量) 

(施設の現状排出量)＝(排出濃度測定時のごみ１ﾄﾝ当たり排出量)×(年間焼却量) 

(排出濃度測定時のごみ１ﾄﾝ当たり排出量)＝(実測濃度)×(測定時排出ガス量)÷(測

定時焼却量) 

・将来予測排出量 

 各ブロックの施設整備計画に従い， 

(各ブロック排出量) ＝Σ(ブロック内施設の将来予測排出量) 

(施設の将来予測排出量) 

＝(予測年における恒久対策基準値)×(ごみ１ﾄﾝ当たり排出ガス量)×(焼却対象ご

み量予測値) 

※現状において，(予測年における恒久対策基準値)を下回っている施設について

は，現状値とした。また，(ごみ１ﾄﾝ当たり排出ガス量)は 5000 Nm3とした。 
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２ ごみ減量化，リサイクルの推進 

 平成 12 年度からの容器包装リサイクル法の完全実施，平成 13 年度からの家電リサ

イクル法の施行に伴い，容器包装廃棄物及び廃家電製品４品目（テレビ，冷蔵庫，洗

濯機，エアコン）については，リサイクルの法制度的な枠組みが整うことになる。 

 また本計画に基づき，各ブロックごとに広域処理体制の整備を図る中で，分別排

出・収集及び運搬システムの統合が進むこととなり，これに伴うリサイクルプラザ等

の関連施設の整備とも相まって，より効率的なごみの資源化，リサイクルの進展が見

込まれる。 

 さらには，ブロック別施設整備計画に示すように，いくつかのブロックでは，生ご

みの堆肥化施設，汚泥再生処理センターの計画があることから，ごみ焼却量の削減も

期待できる。 

 

 

 

容器包装廃棄物のリサイクル計画量 

(ﾄﾝ) 

品  目 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 

無色のガラス 13,391 13,746 14,190 

茶色のガラス 9,791 10,058 10,369 

その他ガラス 5,403 5,498 5,632 

ペットボトル 2,606 2,898 2,996 

鋼 製 容 器       17,907 18,314 18,730 

ｱﾙﾐﾆｳﾑ容器       4,030 4,127 4,230 

紙 製 容 器       1,389 1,573 1,646 

計 54,517 56,214 57,793 

    資料：平成 8年度宮城県分別収集促進計画 
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３ 事業コストの縮減 

 焼却処理について，現状の処理体制を継続した場合の施設改造経費と広域化を推進

した場合の施設新設・改造経費（過渡期）をそれぞれ試算すると次表のとおりである。 

 施設の新設により，県全体で見れば建設費は増えることとなるが，改造等の経費は

広域化を推進することにより削減が見込まれる。 

（単位：千円） 

ブロック 
 現体制継続の場合の施設 

 整備（改造）経費 

広域化（14 年対応時）にお  

ける施設整備（新設・改造） 

経費 

 

備    考 

 

県全体 

 

29 施設使用（26 施設改造） 

 

  ３０，５１１，２８０ 

20 施設使用（16 施設改造 

      ２施設新設） 

  ３６，０３５，７１０ 

 

仙 南 

４施設使用（３施設改造） 

 

   ３，４８８，０８０ 

２施設使用（１施設改造） 

 

   １，５８１，５１０ 

 

 

 

名取・亘理 

３施設使用（３施設改造） 

 

   ６，１４２，０００ 

２施設使用（１施設新設１施

設改造又は２施設改造） 

   ７，２６８，０００ 

14 年対応における経費

は１施設新設１施設改

造の場合 

仙台・富谷 

４施設使用（３施設改造） 

 

   ５，８５４，０００ 

４施設使用（３施設改造） 

 

   ５，８５４，０００ 

 

宮城・黒川 

３施設使用（２施設改造） 

 

   ３，８００，０００ 

３施設使用（２施設改造） 

 

   ３，８００，０００ 

 

大崎・栗原 

５施設使用（５施設改造） 

 

   ３，７２７，２００ 

４施設使用（４施設改造） 

 

   ３，４５１，２００ 

 

石 巻 

７施設使用（７施設改造） 

 

   ５，０００，０００ 

３施設使用 

（１施設新設２施設改造） 

  １２，０００，０００ 

 

気仙沼・登米 

３施設使用（３施設改造） 

 

   ２，５００，０００ 

２施設使用（２施設改造） 

 

   １，８９０，０００ 

 

 

 

※現在の 31 施設については，Ｈ14までに２施設の廃止又は休止が確定している。 

 

 また，施設の維持管理経費についても，広域化により施設数が上記のように減少する

ことに伴い，大幅な低減が可能となるが，加えて焼却廃熱を発電等に有効活用すること

により，さらなるコスト縮減が見込まれる。 

 なお，収集運搬経費については，実際の収集運搬システムの在り方によりそのコスト

が左右される要素が大きいが，今後各ブロックにおいて広域処理の具体化が図られる中

で，それに伴う新たな収集運搬システムが検討されることになるため，現段階で広域化

による収集運搬コストの変動を予測することは困難である。 
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第５章 広域化の推進 

１  推進体制 

 本計画の推進に当たっては，それぞれのブロックごとに，当該構成市町村等により

次のように「ブロックごみ処理広域化推進協議会」（仮称，以下「協議会」という。）

を組織し，計画の具体化を図って行く。 

 この際県では，計画の円滑な推進のため，ブロック間の調整，技術的助言など必要

な支援を行う。 

 

① 設置目的 

 協議会は，関係市町村等の連携体制を確立し，この計画に基づく今後の一般廃棄

物処理施設や処理システムの整備についての実施計画を策定する等により，ブロッ

ク内における資源循環型社会形成促進に資することを目的とする。 

 

② 構 成 

 協議会は，ブロック内市町村及び一部事務組合廃棄物担当課長等で構成し，当該

ブロックを所管する保健所が運営に協力する。 

 なお，必要に応じ首長会議，担当者会議など各般のレベルの組織や特定課題につ

いての専門的検討組織も設けるものとする。 

 

③ 検討事項 

イ ごみ減量化・リサイクルの推進関係 

・ごみ減量化・リサイクルの広域的推進体制のあり方 

・容器包装リサイクル法に基づく市町村分別収集計画の調整 

・普及・啓発の推進 

ロ 施設整備計画関係 

・各市町村が策定する一般廃棄物処理計画の調整 

・新設する施設の場所及び処理方式 

・施設運営主体及び費用負担の方法 

・収集・運搬体制の整備 

・合意形成手法，手順の検討 

ハ 地域振興計画関係 

・利便施設，リサイクルエネルギー活用施設の在り方 

・環境保全対策 

ニ その他計画推進に当たって必要な事項 

 

④ スケジュール 

 協議会は，平成 11 年 4 月以降各ブロックにおいて速やかに設置する。 

 なお，「施設整備計画」については，施設整備の緊急度に応じて適宜実施年度を

決定する。 
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２ 新たな廃棄物行政の推進に向けて 

（１）ごみ処理広域化計画と環境保全 

 地球環境問題を背景とした廃棄物の資源化に対する国民の意識が高まっており，

環境負荷の少ない資源循環型社会システムの構築が求められている。 

 「燃やす・埋める」から「資源化・リサイクル」への移行により，総合的に環境

負荷の低減を図っていく必要がある。 

 

［新たな廃棄物処理の潮流］ 

 ・容器包装リサイクルシステムの本格化 

 ・家電リサイクルシステムの導入 

 ・サーマルリサイクル，マテリアルリサイクル，パーツリサイクル等のベ

ストミックスシステムの確立 

 ・未利用資源の活用（有機系廃棄物のコンポスト化，消化ガス回収等） 

 

 このような中，ごみ処理広域化計画は，21 世紀に向けて環境負荷の少ない持続的発

展可能な地域社会を構築して行くための実行計画の一つと位置づけられるものであ

り，広域化計画が全国規模で実施されて行くことは非常に意義があることと言える。 

 今後，環境の保全に対する国民の考え方の尺度はますます厳しくなっていくであろ

うことを考えると，廃棄物の発生抑制，適正処理は確実に進めていかなければならない。 

 本県においても，県民の意向に十分配慮し，また，新技術の動向をも的確に踏まえ

ながら，この計画を推進することにより，循環型社会システムの構築を促進していく

ことが必要である。 

 このことは，とりもなおさず県環境基本計画に掲げる「みどりの風かおり健全で恵

み豊かなみやぎ」の創造に寄与することともなる。 

 

循環型社会システムイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         （限りなく０に） 

発生抑制 
リサイクル 

最終処分 

新しい資材の調達 

資源化に重点を置いた中間処理施設 

排 出 

廃棄物の発生 

生 

産 

再生資材 
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（２）循環型社会システム構築に向けた施策の展開 

 循環型社会システムの早期構築を図るため，次の諸課題を検討し，早期に関係施

策・システムの具体化を図ることが重要である。この場合，資源化･リサイクルの

推進という課題における一般廃棄物と産業廃棄物の共通性を念頭に置き，両者の合

わせ処理等も視野に入れながら，効率的な資源循環システムの構築を図っていく必

要がある。 

 

・発生抑制・リサイクルの推進 

環境教育システムの確立････効果的な環境教育，啓発手法の開発 

企業へのライフサイクルアセスメント等の環境マネージメントの実践の支援 

・処理施設の計画的な整備 

施設立地に係る合意形成手法の確立 

処理技術開発と施設の質的向上 

・処理施設の環境リスク管理 

廃棄物適正管理・自己評価システムの導入 

････廃棄物管理目標，管理計画，管理マニュアルの策定 

環境管理・監査制度の導入 

・情報管理システムの構築 

環境関連情報の整備・提供 

 

 なお，廃棄物問題は，国民全てが直接，間接にかかわりをもっていることからすれ

ば，循環型社会システム構築のためには，企業，消費者，行政が良きパートナーシッ

プのもとに，それぞれの立場で可能な役割と責任を果たしていく必要があることはい

うまでもない。 

 

 

 





























































 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮城県ごみ処理広域化計画 
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古紙配合率 100％再生紙を使用しています。 


